浜田市総合福祉センター長寿命化計画策定業務仕様書
1  業務の目的
本業務は、浜田市総合福祉センター条例、浜田市公共施設再配置方針等を基礎とし、対象施設について、長寿命化の観点から中長期的な財政負担の低減及び平準化を図り、必要な機能や性能等の維持・向上を目的として長寿命化計画を策定する。

2 対象施設の概要
(1) 　施設名称　浜田市総合福祉センター
(2) 　所在地　浜田市野原町859-1　
(3) 　施設分類　保健・福祉施設　その他社会福祉施設
(4) 　用　　途　浜田市老人福祉センター、浜田市立野原デイサービスセンター
(5) 　延床面積　3356.03㎡
(6) 　建物構造　鉄筋コンクリート造地下1階地上2階建
(7) 　建築年　平成6年
3　業務名

浜田市総合福祉センター長寿命化計画策定業務
4　業務期間
契約締結の日から令和9年2月12日（金）まで
5　業務内容
委託を行う業務の項目及びその内容は、次のとおりとする。
(1) 　施設一次診断業務
ア　既存資料調査
　　　　設計図、改修履歴、法定点検結果、保守点検記録等の整理・把握
イ　管理者ヒアリング
　　　　指定管理者への不具合箇所や運用上の課題等の整理・把握
(2) 　構造躯体の調査業務
ア　現地施設調査
　 外壁、屋上等の目視点検・劣化調査
イ　老朽度診断
　 施設全体、個別箇所の老朽度を判定

(3) 　構造躯体以外（機械設備等）の調査業務
ア　現地施設調査
　 電気設備、機械設備等の目視点検・劣化調査
イ　老朽度診断
　 施設全体、個別箇所の老朽度を判定

(4) 　長寿命化計画策定
ア　経年劣化度優先評価
　 老朽度と個別箇所の重要度等から、改修の優先順位を整理
イ　保全プログラム作成
　 今後30年程度の施設改修見通しの整理
ウ　改修費用見込みの作成
　 標準的な改修単価等を用いた概算費用の算出
エ　計画書策定
　 予防保全、財政負担軽減平準化などの観点を踏まえたア～ウをまとめた計画書の策定
　 特に、2階浴室については、設備故障により令和7年6月から利用を中止しており、今後の在り方を十分検討すること。
6　技術者の配置

本業務を円滑に進めるため、次の資格を有する技術者を配置すること。
(1) 　管理技術者：業務従事者を監督し、本業務の統括を行う者
　技術士（建設部門／都市及び地方計画）又はＲＣＣＭ（技術部門／都市計画及び地方計画）の資格を有すること。 また、過去10年以内に同種類似業務の実績を有し、折衝・調整能力に優れている者。
(2) 　照査技術者：本業務において技術的妥当性を照査し、品質の確保を図る者
　技術士（建設部門／都市及び地方計画）又はＲＣＣＭ（技術部門／都市計画及び地方計画）の資格を有すること。
(3) 　その他の条件
　管理技術者及び照査技術者は各々兼任できないものとし、参加申請書類提出時点で継続して3か月以上の直接的な雇用関係にある者であること。実施体制として1級建築士の資格を有する者を配置すること。配置できない場合は再委託も可能とするが、再委託先の配置予定1級建築士の氏名、所属等を記載し、資格証明書を提出すること。
7　成果品
本業務の成果品は、次のとおりとする。電子媒体によるデータ納品については全てウイルス対策ソフトにて検収後、納品を行うものとする。
(1) 　業務報告書　1式
(2) 　上記に係る電子データ一式（Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ、ＰＤＦ等）
8　著作権
成果品の著作権の帰属については、成果品を市に引き渡したときに市に帰属することとし、市は事前の連絡なしに加工及び二次利用をすることができるものとする。
9　その他
(1) 受託者は、受託する業務が行政サービスであることを十分認識し、法令・条例等を遵守し、業務を誠実に遂行しなければならない。
(2) 受託者は、委託業務の実施に当たり、業務上知り得た秘密その他の情報を、業務以外の目的に利用したり、他に漏らしたりしてはならない。業務完了後又は契約解除後においても同様とする。
(3) 市は、受託者の業務の遂行に当たり、修繕履歴、工事図書など必要に応じて保有する資料を提供し、又は貸与するものとし、受託者は、その資料については、その責任において管理し、その取扱いについて十分注意するとともに、本業務の完了後、速やかに返却すること。

(4) 本仕様書に定める事項について疑義が生じた場合又は本仕様書に定めのない事項については、市との協議の上決定する。
10　準拠法令、取扱等
(1) 　建築基準法［全適用］
(2) 　官公庁施設の建設等に関する法律［国適用］（昭和26年6月施行）
(3) 　国家機関の建築物の敷地及び構造の定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準を定める件［国適用］（平成20年11月施行）
(4) 　国家機関の建築物の昇降機以外の建築設備の定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準を定める件［国適用］（平成20年11月施行）
(5) 　国家機関の建築物及びその附帯施設の保全に関する基準［国適用］（平成17年6月施行）
(6) 　国家機関の建築物等の保全に関する基準の実施に係る要領［国適用］（平成17年6月策定）
(7) 　浜田市総合福祉センター条例 （平成17年浜田市条例第274号）
以上
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